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平成 26年５月 21日 
 

金の投資をうたい郵便集荷や郵便局留めの郵便サービスを悪用して 

現金を受け取る「社団法人日本貴金属協会」に関する注意喚起 
 

平成26年１月以降、金の投資勧誘を行う事業者に係る相談が、各地の消費生活センター

に寄せられています。 

消費者庁が調査したところ、「社団法人日本貴金属協会」（以下「日本貴金属協会」と

いいます。）との取引において、消費者の利益を不当に害する行為（不実のことを告げる

こと）を確認したため、消費者安全法（平成 21年法律第 50号）第 38条第１項の規定に

基づき、消費者被害の発生又は拡大の防止に資する情報を公表し、消費者の皆様に注意

を呼び掛けます。 
 

（注意喚起の要旨） 

○ 日本貴金属協会は、消費者宅に、金地金の販売事業等を行っている旨のパンフレッ

ト等（以下「勧誘資料」といいます。）を送付した後、直接電話を掛け、１年償還、年

利 4.3％（毎月配当）、元本保証型の「ゴールド積立定期預金」と称する投資商品を勧

誘しています。 

○ その後、消費者宅に日本貴金属協会とは別の事業者から電話があり、消費者は、日

本貴金属協会がオリンピック招致に関係した信頼のおける事業者であるとの説明を受

けます。 

○ この投資商品に興味を持った消費者が、日本貴金属協会に対して契約の申込みを行

うと、日本貴金属協会は、申込金を個人名宛の小包にして郵便局留め扱いで郵送する

ように指示します。さらに、「郵便職員を自宅まで行かせます。」等と言って、郵便職

員が荷物（小包）を自宅に取りに来てくれる集荷サービスを利用し、消費者が現金を

運ぶ手間やリスクを省きます。 

○ 消費者は、日本貴金属協会の指示どおりに現金を送付しますが、その後、日本貴金

属協会と連絡が取れなくなります。このため、消費者には約束どおりの配当金の支払

はなく、元本の返金もありません。 

○ 当庁が調査したところ、日本貴金属協会が所在地とする場所には一切関係のない別

の事業者が入居しており、日本貴金属協会の事業拠点は存在しないことが分かりまし

た。また、日本貴金属協会は、社団法人や財団法人の名称を使用していますが、この

所在地を本店又は支店とする商業法人登記はないことが分かりました。 

○ 前記調査結果を踏まえると、日本貴金属協会の事業活動については実体がないこと

が強く疑われます。日本貴金属協会から勧誘資料が届いたり、電話によって投資の勧

誘を受けても決して応じないようにしましょう。 

○ 本件と類似の勧誘を受けたり、取引に不審な点を感じた場合は、お金を支払う前に

消費生活センターや警察に相談しましょう。 

本件に関する問合せ先 

消費者庁 消費者政策課 財産被害対策室  

TEL：03(3507)9187 FAX：03(3507)9287 
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金の投資をうたい郵便集荷や郵便局留めの郵便サービスを悪用して 

現金を受け取る「社団法人日本貴金属協会」に関する注意喚起 
 

平成 26年１月以降、金の投資勧誘を行う事業者に係る相談が、各地の消費生活センター

に寄せられています。 

消費者庁が調査したところ、「社団法人日本貴金属協会」（以下「日本貴金属協会」とい

います。）との取引において、消費者の利益を不当に害する行為（不実のことを告げること）

を確認したため、消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）第 38 条第１項の規定に基づき、

消費者被害の発生又は拡大の防止に資する情報を公表し、消費者の皆様に注意を呼び掛け

ます。 

 

１．事業者の概要  

名 称 社団法人日本貴金属協会 

所 在 地 東京都港区六本木１－６－１ 

代 表 者 会長 徳光 重明 

資 本 金 816億 8100万円 

設   立 昭和 51年７月８日 

※ 日本貴金属協会が消費者に提供したパンフレットに記載されている内容です。 

※ 日本貴金属協会は、上記所在地に存在しません。 

※ 同名又は類似名の事業者と間違えないよう御注意ください。 

 

２．具体的な勧誘事例（勧誘資料等の詳細は別添資料を参照） 

事例 

（１）平成 26年２月中旬、消費者宅に日本貴金属協会から同協会の事業内容を記載したパ

ンフレットと「ゴールド積立定期預金お申込書」と書かれた申込書等が届いた。 

   パンフレット等には、１年償還、年利 4.3％、元本保証の「ゴールド積立定期預金」

という商品を販売しており、この商品を購入すれば先着 100 人にオリンピック記念金

貨がプレゼントされる等の内容が記載されていた。 

（２）同年３月上旬、消費者宅に日本貴金属協会のＡから電話があり、パンフレットが届

いているかどうかを確認後、Ａから「このゴールド積立定期預金という商品は、投資

家からの出資金を運用して金現物を取引する事業を行い、その運用益を投資家に配当

するものです。株や社債等は会社が倒産すると紙切れになってしまいますが、うちは

現物の金を保有しているのでその心配はありません。１口 100 万円から購入でき、配

当は毎月支払います。」等との説明を受けた。 

また、日本貴金属協会は、日本銀行に地金を預けているし、金の売買に関しては○

○や△△（注１）

（３）この日、消費者宅に日本貴金属協会とは別に、大手報道機関の記者を名乗るＢから

と取引があるので安心してほしいとの話もあった。 
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電話があり、会話の中で日本貴金属協会から投資の勧誘を受けていることを話した。 

   すると、Ｂは、「日本貴金属協会は信用できますよ。東京オリンピックの招致にも

関係していた団体のようです。そこに投資すれば、かなりの利益が期待できるはずで

すよ。」と言い、その業者との取引を勧められ、消費者は、日本貴金属協会を信用す

るようになった。 

（４）数日後、「ゴールド積立定期預金」を購入することに決め、Ａに電話を掛けて５口

500万円分を申し込んだところ、Ａから「現金は菓子箱に入れて『ゆうパック』を使っ

て送ってください。宛先『甲県乙市 丙郵便局留め Ｃ』と記載し、品名は『タオル』

にしてください。Ｃというのは申込金受領の担当者です。」と言い、さらに、「現金

の受領は郵便局の職員に自宅まで行かせるので、小包を準備して待っていてくださ

い。」と指示があった。 

   消費者は、郵便で現金を送ることに少し疑問を感じたものの、本物の郵便局の職員

が自宅まで来てくれるのであれば紛失することはないから安心だと考え、ゆうパック

の伝票に必要事項を記載し、自宅を訪問した郵便職員に小包を手渡した。 

（５）数日後、Ａから申込金を受け取ったとの連絡が入り、第１回の配当は３月 15日に消

費者の口座に振り込まれるとのことであった。 

（６）しかし、配当が振り込まれるはずの３月 15日を過ぎても、消費者の口座に配当金の

入金はなく、また、オリンピックの記念金貨が届くこともなかったので、不安になり、

日本貴金属協会に電話をしたところ、呼出し音はするものの相手の対応はなく、購入

後１か月が経過した現在も日本貴金属協会とは連絡が取れない状態である。 

 

（注１）実在する金地金取扱事業者の名称を挙げています。 

 

３．事例の特徴  

○ 日本貴金属協会は、消費者宅に、金地金の販売事業等を行っている旨のパンフレット

等を送付した後、直接電話を掛け、１年償還、年利 4.3％（毎月配当）、元本保証型の「ゴー

ルド積立定期預金」と称する投資商品を勧誘しています。 

○ その後、消費者宅に日本貴金属協会とは別の事業者から電話があり、日本貴金属協会

はオリンピック招致に関係した信頼のおける事業者であるなどの説明を受けます。 

○ この投資商品に興味を持った消費者が日本貴金属協会に対して契約の申込みを行うと、

日本貴金属協会は、申込金を個人名宛の小包にして郵便局留め扱いで郵送するよう指示

します。さらに、「郵便職員を自宅まで行かせます。」等と言って、郵便職員が荷物（小

包）を自宅に取りに来てくれる集荷サービスを利用し、消費者が現金を運ぶ手間やリス

クを省きます。 

○ 消費者は、日本貴金属協会の指示どおりに現金を送付しますが、その後、日本貴金属

協会と連絡が取れなくなります。このため、消費者には約束どおりの配当金の支払はな

く、元本の返金もありません。 
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４．当庁が確認した事実  

○ 日本貴金属協会が所在地とする場所には、日本貴金属協会とは一切関係のない別の事

業者が入居しており、日本貴金属協会の事業拠点は存在しないことが分かりました。 

○ 日本貴金属協会は、社団法人や財団法人の名称を使用していますが、前記所在地を本

店又は支店とする商業法人登記はないことが分かりました。 

○ 日本貴金属協会の勧誘資料には、金山の採掘や金融商品の開発・販売事業を行い、あ

たかも実在する複数の事業者と取引関係があるかのような記載がありますが、日本貴金

属協会は金融商品取引法に基づく登録はなく、勧誘資料で示している複数の事業者との

取引関係もありませんでした。 

 

５．消費者へのアドバイス 

○ 前記調査結果を踏まえると、日本貴金属協会の事業活動や販売する投資商品には実体

がないことが強く疑われます。日本貴金属協会から勧誘資料が届いたり、電話によって

投資の勧誘を受けても決して応じないようにしましょう。 

○ 現金をゆうパックやレターパック等で送付することはできません。 

事業者からゆうパックやレターパック等で現金を送付するよう指示されても決して応

じてはいけません。 

○ 本件と類似の勧誘を受けたり、取引に不審な点を感じた場合は、お金を支払う前に消

費生活センターや警察に相談しましょう。 

● 消費者ホットライン（最寄りの消費生活センターを御存知でない場合） 

電話番号 0570-064-370 

● 警察相談専用電話 

電話番号 ＃9110 

 

(以 上) 
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